
 四日市市税関係手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和４年１２月２３日 

四日市市長  森  智 広 

四日市市条例第４０号 

   四日市市税関係手数料条例の一部を改正する条例 

 四日市市税関係手数料条例（平成１２年四日市市条例第１１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

改正後 改正前 

（手数料の種別及び金額） （手数料の種別及び金額） 

第２条 手数料を徴収する事務の種別及

び金額は、次の各号に掲げるとおりとす

る。 

第２条 手数料を徴収する事務の種別及

び金額は、次の各号に掲げるとおりとす

る。 

(1) 租税公課に関する証明 １件につ

き ２００円（ただし、多機能端末機

（四日市市の電子計算組織と電気通

信回線により接続された民間事業者

等が設置する端末機で、当該端末機の

操作により各種証明書を自動的に交

付する機能を有するものをいう。以下

同じ。）により交付した場合は、１５

０円） 

(1) 租税公課に関する証明 １件につ

き ２００円 

(2)から(4)まで （略） (2)から(4)まで （略） 

  

（手数料の徴収時期等） （手数料の徴収時期等） 

第４条 手数料は、第２条に規定する手数

料を徴収する事務についての申請があ

った際又は当該申請に係る書類の閲覧

若しくは交付の際に、申請者から現金又

は定額小為替証書でこれを徴収する。た

だし、多機能端末機により各種証明書を

第４条 手数料は、第２条に規定する手数

料を徴収する事務についての申請があ

った際又は当該申請に係る書類の閲覧

若しくは交付の際に、申請者から現金又

は定額小為替証書でこれを徴収する。た

だし、多機能端末機（四日市市の電子計



交付した場合は、交付の際に申請者から

手数料を徴収したものとみなす。 

算組織と電気通信回線により接続され

た民間事業者等が設置する端末機で、当

該端末機の操作により各種証明書を自

動的に交付する機能を有するものをい

う。）により各種証明書を交付した場合

は、交付の際に申請者から手数料を徴収

したものとみなす。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

 

   附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（財政経営部市民税課） 


